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土 木 学 会 論 文 集No. 767/V-64, 143-159, 2004. 8

繰返 し圧縮載荷を受けるコンクリー トの

 応カーひずみ履歴モデルの定式化

渡辺 健1・ 二 羽淳一郎2・ 横 田 弘3・ 岩 波光保4

1正会員 工修 東京工業大学大学院 理工学研究科土木工学専攻(〒152-8552東 京都目黒区大岡山2-12-1)

E-mail: 96b31400@cv. titech. ac. jp

 2フェロー会員 工博 東京工業大学大学院教授 理工学研究科土木工学専攻(同上)

3フェロー会員 工博 港湾空港技術研究所 構…造強度研究室長(〒239-0826神 奈川県横須賀市長瀬3-1-1)

 4正会員 工博 港湾空港技術研究所 構造強度研究室(同上)

 現在, コンクリート構造物の設計体系は, 性能照査型への転換が求められている. このような背景のも

と, よ り信頼性の高い構造解析手法を可能とするためには, 圧縮力を受けるコンクリー トの, ポストピー

ク域における力学特性の定量評価が必須である. 本論文では, コンクリートの圧縮軟化特性に影響を及ぼ

す重要な要因として, 圧縮ひずみの局所化問題に着目した. そ して, コンクリー ト供試体の繰返し圧縮載

荷試験結果を参考に, コンクリー トの応カーひずみ履歴曲線が示す非線形挙動に関して, 高ひずみ域まで

含めて表示可能なモデルを提示した. この式を用いることで, コンクリートの圧縮強度および供試体の形

状 ・寸法比の違いに関係なく, 供試体の応カーひずみ履歴曲線の推定が精度良く行えることを確認した. 

Key Words : hysteresis loop in compression, localized compressive failure zone, transition zone, 
 unloading zone

1. はじめに

 橋脚あるいは耐震壁など, 正負交番荷重が作用するコ

ンクリート構造物を, 精度良く解析する手法の構築が重

要となってきている. 性能照査型の設計法を目指す現在

のコンクリー トの構造解析分野において, コンクリート

が最大荷重に達した以降(以下, ポストピーク域と称す)

における, コンクリートの力学特性を定量評価すること

が必須である1). とりわけ, コンクリートの圧縮軟化性

状を解明し解析モデルを構築することは, 圧縮部材とし

ての利用が多いコンクリートの重要な課題である. 

 コンクリートの繰返し一・軸圧縮載荷時の応カーひずみ

履歴曲線について, 様々な概念に基づき得られたモデル

(以下, 履歴モデルと称す)が報告されている2)～12). Shhlha

らのおよびKasan and Jhsa3)は, 繰返し圧縮載荷試験結果

を基に, 履歴曲線を直線および2次 曲線で実験値を近似

した履歴モデルを構築した. さらに谷川 ・小阪 のは, 履

歴モデルに, それまでにコンクリートに作用した載荷履

歴に依存するという特性を組み込んだ. 

 一方, 弾塑性理論5)～7)あるいは損傷理論8)など古典理

論に基づいたモデルも, 多く開発されている. Chen and

BuyukoztUrkりおよび水野・畑中鋤 は, 降伏曲面, 適合条

件, 流れ則および硬化則の仮定に基づいた, 弾塑性モデ

ルを開発している. また, Loland8)は, 載荷に伴う除荷 ・

再載荷弾性剛性の低減を含めた, 損傷モデルを開発した. 

さらに, Baanmt and Kim9)および前川ら10)11)は, 塑性変形

が評価できる塑性モデルに, 除荷 ・再載荷時の弾性剛性

低下が表現可能な損傷理論を組合せることで, 両モデル

の不足を補完した, 塑性・損傷モデルを開発した. 前川 ・

福浦12)は, さらにこの構成則を, ひび割れを有するコン

クリートの圧縮一引張応力伝達複合モデルに発展させて

いる. これまでに提案されているコンクリートの圧縮履

歴モデルは, 粗骨材最大寸法の数倍の領域で平均化され

た応力とひずみを, 材料特性のみを考慮して規定してい

る点に特徴がある. 

 一方, 圧縮力が作用するコンクリートをさらに大きな

スケール(100mm～)で捉えた場合, コンクリートは, 顕

著な破壊を示す破壊域とほとんど破壊が確認されない除

荷域に区別され, 破壊が局所化することが指摘されてい

る. この破壊の局所化により, 応カーひずみ履歴曲線は, 

平均化した領域の寸法によって変化し一義的なものとし

て表現できなくなることが問題となっている13). 

 著者らは, このひずみの局所化問題を重要な圧縮軟化

特性として捉え, 破壊力学の知見を導入して繰返し圧縮

載荷時の履歴曲線の包絡線を定式化した1の. このモデル

を用いることで, 供試体高さHと 供試体幅Dの 比研D
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が異なる供試体より得られた履歴曲線の包絡線を, 精度

良く求められることを確認している. 

 本論文の目的は, 繰返し圧縮載荷を受けるコンクリー

トの, ポストピーク域における履歴モデルを構築するこ

とである. 検討に際しては, 履歴モデルに対してこれま

でに考慮されている, コンクリートの圧縮強度依存性を

踏まえつつ, 著者らのこれまでの圧縮ひずみの局所化問

題に関する研究成果14)15)を取り入れている. すなわち, 

同一の供試体でも部位によって異なる履歴曲線を, エネ

ルギー吸収量を参考に破壊域, 遷移域および除荷域の3

区間に区別して定式化した. そして, それぞれの適用範

囲の寸法を考慮して, 定式化した履歴モデルを平均化す

るという既往の概念13)14)を取り入れている. 

 論文中では, コンクリート供試体の繰返し一一軸圧縮載

荷試験: の結果を基に, 高ひずみ域まで含めて精度良く表

示可能な, コンクリートの履歴モデルを開発した. 特に, 

より正確にコンクリートのエネルギー吸収能を評価する

ために, これまであまり注意が払われていなかった, 再

載荷・除荷履歴が示す非線形挙動の忠実な再現に努めた. 

そして, ポストピーク域を含めたコンクリート供試体の

力学挙動が, 圧縮強度πおよび供試体の寸法や形状の違

いに関係なく, 精度良く表現できることを確認した. 

2. 実験概要

(1)供試体概要

 実験に使用したコンクリート供試体を表一1に示す. 実

験には各ケース2体ずつの供試体を用いた. 

 コンクリート供試体の材料構成および寸法が, 履歴曲

線に及ぼす影響を把握するために, 供試体は, 断面形状

がφ100mmρ=100mm)の 円柱とし, 水セメント比卿Cお

よび供試体の高さHと最大幅Dの 比功Dを パラメータと

した. 既往の研究から1の, 明確な局所破壊が再現できる

と考えられたHZDが4の供試体に対し, 水セメント比卿C

を0. 4, 0. 5, 0. 6, 0. 7の4種類に変化させた. 使用したコン

クリー トの配合および材料特性を表一2および表一3に示

す. 粗骨材最大寸法Gmaxは, 供試体断面寸法を考慮して

13mmお よび20mmと した. ただし, 著者らのこれまで

の研究によれば, この範囲のGmm, の相違は圧縮軟化挙動

に影響を与えないことを確認している14)

 次に, コンクリート供試体の研Dが 供試体全体の履歴

表 一1実 験ケース

*1: A ・C・PS・PR; アク リルバーを設置, T; アク リルバ ーを設置 していない. 

*2: 各 ケース2体 ずつ行 った供試体 のうち1体 の結果 である. 

*3: 供試体(A ・C・PS・PRシ リー ズ)で は実 測値40mm間 隔)を 記載 したカミ その他の供試体(Tシ リーズ)で は, φ100mm

 の供 試体よ り得 られた実測値 を参考 に推定 した値 である. 一
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モデルに及ぼす影響を把握するために, 供試体は, 上記

に示した超10=4のほか, HDが2, 3, 6, 8の合計5種 類と

した. これらの供試体に使用したコンクリー トは卿Cが

0. 4あるいはα6とし, θmaxは20mmとした. 

 また, 供試体の断面形状が履歴モデルに及ぼす影響を

}醒 するために, φ200, 100×100, 100x200, 200x200mm

である4種類の供試体に対し, Hのが2およ仙 である供試

体を作製した. これらの供試体に使用したコンクリート

}謝Cを05と し, Gmmを20mmと した. 

 セメントには早強ボルトランドセメントを用いた. 供

試体は縦打ちとし, 24時間後に脱型, 6日あるいは7日間

の水中養生の後(載荷時材齢7日あるいは8日), 試験当日

に水中から取り出し載荷を行った. なお, 断面形状が

φ100mmで ある供試体の上面は研磨をテうことで平滑な

端面としたが, その他の形状を有する供試体は, 打設後6

時間後にセメントペースト(WC=α3)を用いて供試体上

面のキャッピング処理を行った. 

(2)載荷方法

 圧縮力が作用するコンクリートの破壊形態は, 載荷条

件に強く依存する. 本研究で行った載荷実験の状況を図
一1に示す. 供試体を試験機に設置する際には, 2枚のテ

フロンシート(厚さ0. 05mmDの 間にシリコングリスを挿

入した減摩パッドを, 供試体と載荷板の間に設置した. 

 載荷には上部が球座である2000kN高剛性圧縮試験機

を使用し, 最大荷重到達と同時にOkNまで除荷し, 再び

載荷を行う漸増変位繰返し圧縮載荷(載荷速度: 0. 002

mm Vs)を行った. 載荷試験は, ポストピーク域において

最大荷重の10%ま で耐力が低下した段階を終局状態とし

て, 終了した. 

 また, 載荷中, 周囲4ヶ所に設置した変位計の値を注視

し, 載荷終了までに最大値と最小値の差が10mm以 上を

示した供試体に関して}弍 偏心破壊が激しいと判断し再

実験を行った. しかし, 通常は, (1)本研究で用いた供試

体断面形状力値 径100mm程 度であったため, 破壊の偏り

による影響が小さいと考えられたこと, および(2)破壊の

偏りは, ポストピーク域において最大荷重の30%ま で耐

力が低下した載荷の終了に近い時期で主に観察されたこ

と等の理由により, 応カーひずみ履歴曲線の実験値には

ほとんど影響しないものと判断した. したがって, 本研

究では破壊の局所化は載荷軸方向のみに生じると仮定し, 

同一断面内では生じないと仮定することにした. 

(3)測定項目

載荷中は変位, ひずみおよび載荷荷重を測定した. 以

下にその概要を示す. 

供試体作製の際に, 輔 軸方向に40mm間 隔にひずみ

ゲージ(測定長=3mm)を 貼付したアクリルバー16)を供試

体中央に鉛直に設置した(A・C・PS・PRシ リーズ). 測

定されたひずみは, ゲージを貼付した位置から載荷軸方

向に上下20mmの 鯛(こ れを局所部と称す)で均一と仮

定し, これをコンクリートの局所ひずみとした. また, 

供試体全体の平均ひずみ恥 の実験値には, このようにし

て得られた局所ひずみの平均値を用いた. 

 一方, アクリルバーを設置していない供試体(Tシ リー

ズ)では, 外部に設置した変位計より得られた変位を, 供

試体高さHで除すことにより得られる値を, 供試体全体

の平均ひずみ勉 とした. 

 なお, 同一供試体を用いてアクリルバーおよび変位計

表 一2 コ ンクリー トの示方 配合

表 一3コ ンク リー トの使用材料 特性

図一1載 荷状況

145



の測定値より平均ひずみ勉 を算出した結果, いずれの測

定方法による値もほぼ等しくなった. このことから, ア

クリルバーとコンクリートは+分 付着していたことが確

認され, アクリルバーより得られる局所ひずみは, 各部

位ごとのコンクリー トのひずみを+分 表現可能であった

と判断した. 

 以上に加え, 各供試体と同一条件下で作製した, 

φ100×200mm円柱供試体を用いた騨 圧縮弓鍍 試験を行

うことで, コンクリートの圧縮強度だを測定した. 表一1

に, 禿'の測定結果を示す. 圧縮強度は各ケース3体の平均

値とした, 

3. 実験結果

 図一2に, 研Dが異なる供試体の応カーひずみ履歴曲線

の包絡線および破壊形態を示す. 昂のが増加すると, ポ

ストピーク域における包絡線は脆性的になった. 特に, 

田D=8で はスナップバック挙動が観察された. また, 図
一2(c)～(g)に示す通り, 局所化する破壊域の位置が, そ

れぞれ供試体上部あるいは下部と異なったことから, 実

験中の誤差が結果に影響したことも考えられた. しかし, 

破壊位置に依存した実験結果(供試体強度(転あるいは

応カーひずみ履歴曲線)の変化はほとんど見られなかっ

たことから14圃, 破壊位置の相違が本研究の結論に及ぼ

す影響は結果的にわずかであると考える. 

(Dコ ンクリートの圧縮破壊性状

 図一3に, 供試体A20-0. 5-4(躍)=4)を用いて測定した結

果をまとめる. 図一3(a)に示すとおり, 供試体上部で破

壊が局所的に生じた. 次に, アクリルバーを用いて測定

した, 局所部の履歴曲線の包絡線が示すひずみ増加挙動

に注目して検討を行う(図一3(b)). 

 実験の結果, プレピーク域では高さ380, 340および

300mm位 置(ゲージ番号(1)～(3))において, それぞれ応力

み, 駄 値(以下, 供試体搬 嘱 と称す)の70%, 80%, 

95%に 達すると, 徐々に非線形挙動を示すことが確認さ

れた. 一方, その他の位置(ゲージ番号(4)～(10))では, 供

試体強度に達するまでほぼ直線挙動を示している, すな

わち, ひずみの局所化(破壊の局所化)はプレピーク域よ

り発生し, 徐々に破壊が進展していくことで, ピークに

達したことが推測できる17). 

図一2HDが 異なる供試体の応カーひずみ履歴曲線の包絡線および破壊形態

 (写真中の黒の実線は, 明確に観察されたひび割れを示している. )

(a)Hの が異なる供試体の応カーひずみ履歴曲線

 の包絡線 (WC=0, 6)

H/D=2

H/D=3

H/D=4

H/D=6

H/D=8

(b)断 面形状 (c) HID =2 (d) HID = 3 (e) HID =4 (f) HID =6 (g) HID = 8
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 また, ポストピーク域になると, 上記に示したゲージ

番号(1)～(3)の位置では軟化挙動を示す. 一方, ゲージ番

号(4)～(9)の位置では, 一旦直線的に除荷された後, 上部

のひずみゲージより徐 に軟化に転じている様子が認め

られる. ポストピーク域 おいて, 上部の破壊域から数

本の2次的なひび割れが進展し(図一3(a)), その結果, 

徐々に下部のコンクリー トが損傷することで, ひずみが

増加に転じたものと考えられる. 

 しかし, 目視ではひび割れは供試体下面付近では観察

されず, 供試体下端に設置したゲージ番号(10)の位置では, 

終始除荷挙動を示した. このひび割れが存在しない領域

は, HV0=2, 3, 4である供試体にはほとんど観察されな

かったがHV=6, 8である供試体では明確に確認できた. 

したがって, これらの実験結果から, 載荷を行った範囲

(ピーク以降0. 1(輌まで耐力が低下した段階を終局状態

とした)では, 2次的なひび割れは, 供試体最大幅0の4倍

以上の領域に進展しないものと判断した。

(2)破壊域 ・遷移域および除荷域の決定

 局所部が示す履歴曲線の包絡線形状を参考に供試体を, 

(1)プ レ ピーク域よ り非線形挙動を示す破壊域(Fa;oire

Zone), (2)ポス トピーク域でひずみが一旦減少した後, 

増加に転ずる遷移域(rsidon Zone), (3)ピー ク以降完全

に除荷される除荷域(Uhloading Zone), に区別した。すな

わち, コンクリー ト供試体は, 田0の 違いによ り破壊域, 

遷移域および除荷域を, 直列に2つ あるいは3つ配置した

モデルと考える. また, 既往 の研究14)15)に基づいて, こ

れらの破壊域, 遷移域および除荷域は, 以下の寸法を持

つ領域であると仮定 した. 

(f) 破 壊域長さ: p

(ij)遷 移域長さ: LFμ-p ; 2HD)≦4

 =41)-LP 1HD)>4

(1ij)除荷域長さ: LrO : HD)≦4

 =B-4Z); 11ZZ: )>4

 ちは, 既往の研究均で提案されているエネルギー規準

を参考に決定した. すなわち, 供試体の各局所部に吸収

されたエネルギーを, アクリルバーを用いて計測された

局所部の履歴曲線下の面積を用いて算出し, これが供試

図一3供 試体A2005-4よ り得られた実験結果

 (写真中の黒の実線は, 明確に観察されたひび割れを示している. )

(a)破 壊形態 (b)ア クリルバーより得られた局所部の履歴曲線

(c)破 壊域履歴曲線

(d)遷 移域履歴曲線

(1)=380 (6): 180
(2)0: Sao (7)O: iao
(3): 300 (8): 100
(4): 260 (9): 60
(5): 220 (10): 20

ゲージNo. と供試体

底面からのゲージ貼

付高さ(mm)

團窯農贈
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体全域で吸収されたエネルギーの15%以 上を示す領域を

破壊域とし, その長さをちとした. 特に, HD0が2以上で

ある供試体のLρは, 供試体断面積浸。に依存するが, 破壊

位置, 供試体高さ私 コンクリートの圧縮強度だあるい

は粗骨材最大寸法Gmmに依存せず一定であるという見解

を得ている戦 表一1に, 検討に使用した供試体のちを示

す・アクリルロッドを挿入した供試体(A・C・PS・PRシ

リーズ)では実測値を記載したが, その他の供試体(Tシ

リーズ)は, 同一一断面積を持つ供試体より得られた実測値

を参考にした値を用いた. 

 なお, 検討を進める前に, 本論文で使用するひずみの

定義を明確にする. セメント, モルタル, 空隙等異種材

料より構成されるコンクリートに生じるひずみは, 対象

としている領域の範囲に依存してその値が大きく異なる. 

したがって, 本論文ではひずみの名称を, 表一4に示すよ

うに平均化した対象範囲ごとに区別した. また, 応力σ

としては, 載荷荷重を供試体初期断面積浸。で除すことに

より得られる値を用いた. 

(3)履 歴曲線の特性および各パラメータの定義

 供試体A13-05. 4に おいて, アクリルバーを用いて測

定した各高さにおける局所部履歴曲線を, 上記に従い破

壊域および遷移域に区別し, それぞれ平均化することで, 

破壊域および遷移域の履歴曲線を得た(図一3(c)(d)). そ

れぞれ破壊域履歴曲線σ」即および遷移域履歴曲線σ」εT

と称す. 

 破壊域履歴曲線は, 高ひずみ域で強い非線形挙動が見

られた. 特に再載荷時では, 各サイクルの再載荷開始直

後および応力が最大値に達する点付近においてひずみが

急激に増加する. また, 最大応力点は, 必ずしも包絡線

上に存在しないことが確認できる(図一3(c)). 

 一方, 遷移域にあるコンクリートは, 3. (1)に示した

ように, プレピーク域ではほとんど損傷を受けていない

が, ポストピーク域では, 次第に破壊が進行していく. 

遷移域履歴曲線(図一3(d))には, ピーク以降, 包絡線の

ひずみが増加に転じる点(以降, これを変曲点と称す)が

存在する, この変曲点の応力吻 およびひずみ8πは, 遷

移域の位置に依存して異なるひずみ増加開始点の応力お

よびひずみの平均値である. 図一3(d)より, 包絡線が変

曲点(011, ετ1)に達するまで 除荷 ・再載荷履歴はほぼ直

線形状を示すが, 変曲点以降は, 破壊域で示された曲線

と同様に非線形挙動が徐々に顕著になる傾向が確認でき

る. 

 これらの履歴曲線が示す非線形挙動は, 主としてひび

割れの開閉に起因した結果であると推測される. そして, 

履歴曲線が湾曲する程度は, コンクリート中に発生して

いるマクロなひび割れ量(損傷度)に依存すると考えられ

る. コンクリー トの圧縮破壊現象は, 表一5に 示すよう

なmode I・mode H・modeIII型破壊18)が, 3次元的に混

在した複雑な現象であると考えられるが, 著者らは, こ

の破壊現象と測定された圧縮ひずみを, 厳密に関連づけ

るまでの理論的根拠を把握していない. そこで本論文で

は, ポストピーク域におけるコンクリートの損傷度を示

す指標として, 簡易的に応力比あるいはひずみの増加率

を設定した. そして, これらの値を用いることにより, 

実験より得られた破壊域履歴曲線および遷移域履歴曲線

を参考に, 破壊域および遷移域の履歴モデルを定式化す

る. これらは, 図一4に 示す通り, 除荷履歴(Uhloading

Curve)および再載荷履歴(Reloading Culve)で構成される. 

また図一4に, それぞれの領域における履歴モデルの各

パラメータの名称を, 各領域を示す添え字(破壊域: F, 

遷移域: T, 除荷域: U)と ともにまとめる. 

 一方, 除荷域では目立った損傷は存在しないと判断で

きたことから, 除荷域履歴モデルは, 既往の論文1ので採

用した直線近似とした(図一4(b)). 

(4)応 カー平均ひずみ関係の算出過程

 図一5に, 本研究が目指す供試体全体を対象とした履

歴モデルの算出過程を示す. 3, (2)で示した通り, 躍D

および供試体断面積オ, より与LTお よびLσが決定され

る. はじめに, 破壊域ひずみ彫を履歴情報(包絡線上 除

荷曲線上および再載荷曲線上)とともに設定し, この彫

に対応する応力σを算出する. このσは, いずれの高さに

おいても均一に作用すると考えられることから, それぞ

れの領域においてこのσが作用した時のひずみetεσを

算出する. そして, コンクリート供試体全体の平均ひず

表一4本 論文で用いたひずみ, 応力の定義

表一5ひ び割れの変形様式1助
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み勉 は, 式(1)に示 す通り, EF, ETe EUを 各領域の寸法比

を考慮して平均化することで算出する. 

(1)

ただし, 

 q7M2: 平均ひずみ

 EF: 破壊域のひずみ

ET=遷 移域のひずみ

EU除 荷域のひずみ

Lp=破 壊域長さ(mm)

LT: 遷移域長さ(血n)←H-LP ; H/1)≦4)

 (=40「LP H/1)>4)

Lσ: 騎 域長さ(mm)(0 ; H/Ds4)

 (=H-40 ; H/L)>4)

D: 供試体断面最大幅(mm)

H: 供試体高さ(mm)

図一4履 歴モデルを示す各パラメータの名称

(a)破壊域履歴モデル

 塑性ひずみEpp: 式(4)

(除荷終了点あるいは再載荷開始点)

(b)除荷域履歴モデル

(c)遷移域履歴モデル

・包絡線; 履歴モデルをなめらかに結

だ線
・除荷履歴; 除荷開始点位, 勾～塑

ひずみ点(0ep)
・再載荷履歴; 再載荷開始点(0ep)

 ～最大応力点((qmem): 応力の最大Ti
 に達した点, 

 ～包絡線に接する点(aF(1+β)EFm): 
 ただし, 破壊域のみ. 
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4. 破壊域履歴モデル

(1)包絡線

破壊域における履歴モデルの包絡線には, 式(2a)を用

いる. これは, Popovics19)によって提案された関係式を参

考に, 既往の論文1ので提案したものである. 

(2a)

た だ し, 

EF: 破 壊 域 のひ ず み

EFO: 破 壊 域 に お け る ピー ク時 の ひ ず み

 =(1. 72x102(qmxa2β)×10-6 (2b)

nF: 破壊 域包 絡線 係 数

 =3. 00x10-4(r2+3. 47×10-2(max+1. 86 (2c)

σ: 応 力(MPa)

嘱: 供 試体 強度(MPa)

(2)除荷履歴

 図一6に, qmaxが異なる供試体より得られた, (砺 に

対する除荷開始点の応力比(承轍 が同 である除荷曲線

および図一7に 同一供試体において(承轍 が異なる除荷

履歴を比較する. ただし, 図中では, 除荷開始点(EFiyt)

～除荷終了点(0, %)の 間で正規化した応力およびひず

みを用いて表示する. 

 既往の論文を参照すると, Shinhaら2)は, 除荷履歴と

それに引き続く再載荷履歴の交点である, コモンポイン

トの存在を報告している. また谷川 ・小阪4)は, 包絡線

からコモンポイントに至るまでの除荷履歴は, ひずみが
一定で応力のみが減少する, 鉛直に近い直線形状に近似

できることを指摘している. したがって, 既往の研究成

果を踏まえつつ, 除荷開始点以降, 応力が除荷開始時の

応力ψの0. 9倍 に低下した段階までを, 谷川 ・小阪の提

案を参考にした直線近似とした(式(3a)). 図一6および7

に, 式(3a)を用いて算出した値を示す. 精度に関して検

討の余地があると考えるが, いずれの供試体においても, 

式(3a)による算出値は, 除荷開始直後の除荷曲線をほぼ

近似できている. 

 一方, (tψが0. 9～0. 0の 範囲では, 除荷履歴は下に凸

な曲線となっている. しかし, 図一6および7を 見ると, 

除荷開始時の応力比(な(砺が低下しコンクリートの損傷

が進むにつれて, 湾曲する傾向が大きくなる. また, 同
一の(な(転であっても, 供試体強度(轍が低下するほど, 

やはり湾曲することが確認された. このことから, コン

図一5応 カー平均ひずみ履歴モデルの算出過程

(1)Qmaxよ り各域 のモデル を設定

(2)Lp, Lp旬 を決定(3. (2)). 

(3)FFを 用いて σを算 出. 

(4)dご 対応す るεpEUを 算出. 

(5)式(1)を 用 いて σに対 応す る 勉

 を決定. 

図一6除 荷開始応力比(そ/q訟が同一で(Tinaxが異なる供試体の

 除荷履歴の比較(図中の数字は(稔)

(a)(qx/qmax=0. 85 (b)(qcx/(rinaz=0. 36

図一7 同一供試体で除荷開始応力比q/qmaxが 異なる除荷履歴

 の比較(図中の数字は(な(Tinax)

(a)(maiακ=34. 9MPa (b)(amx=28. ONiPa
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クリートの損傷度と除荷履歴が示す非線形挙動には関連

があり, AmaxおよびqNnaieに対し独立した除荷履歴を定

式化することは適切ではないと判断される. 

 したがって, 本論文では, 確認されたこれらの特性を

踏まえ, 直線部以降の除荷履歴を, 除荷係数uFを含んだ

べき乗関数(式(3b))で表示する. すなわち, 除荷係 uF

は, 除荷開始点の応力比(な(転および供試体強度(稔 に

依存する形状変化を表現している. 

 εFμ=1. 0 (0. 9(0.9≦o≦(70) (3a)

(Os EFu s1. 0) (3b)

ただし, 

(3c)

uF: 破壊域除荷係数

(3d)

ψ: 除荷開始応力(MPa)

(3)除荷開始点のひずみと塑性ひずみの関係

 qmac=22. 0～39. 3MPaで ある供試体より得られた, 除荷

開始点のひずみEFcと塑性ひずみEFpの関係を図一8に 示

す. 図中では, それぞれピーク時のひずみEFOで除した値

を示している. その結果, (稔 の相違が両者の関係に及

ぼす影響は, ほとんど見られなかった. ところで, 一般

にコンクリートの除荷開始点のひずみqinと塑性ひずみ

怖の関係式には, 2次 関数3)あるいは指数関数1), 4)が利

用されている. 本論文の破壊域におけるEFcと怖 の関係

にも, 同様の近似関数が適用可能であった. ここでは, 

2002年 制定のコンクリート標準示方書[耐震性能照査

編]1)に記載されている関数型を参考にして, 定式化した

(式(4)). 

(4)

 ただし,  

ξeip: 塑性ひずみ(破壊域)

 顔、: 除荷開始点ひずみ(破壊域)

(4)再載荷履歴

 図一9に, qamxが異なる供試体より得られた再載荷開

始点の耐qinが同一な再載荷履歴 および図一10に同一

供試体において, 再載荷開始時の嗣 鋤 が異なる再載荷

履歴を比較する. ただし, 図中では再載荷開始点(0, %)

および最大応力点(aom, EFm)の間で正規化した応力およ

びひずみを用いて表現した. その結果, 再載荷履歴が示

す形状は, %の 減少あるいは再載荷開始ひずみEFpが増

加するにつれて, 再載荷初期段階で下に凸な曲線形状が

卓越するようになり, 一義的には表示できないことが確

図一8除 荷開始ひずみと塑性ひずみの関係

A13-0. 5-4(Q=39. 3MPa) 

A 20-O. 6-4(c=30. 7MPa) 

A 13-0. 7-4(ax=22. OMPa)

図一9再 載荷開始時のefpefpが同一で(転 が異なる供試体の

 再載荷履歴の比較(図中の数字は(qipn)

(a)FFp/εo)=0. 45 (b)FFp/εog=0. 90

図一10同 一供試体で再載荷開始時の嗣 肋 が異なる再載荷履歴

 の比較(図中の数字はFFp/翻

(a)(max=34. 9MPa (b)(max=22. OMPa
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認された. この再載荷初期段階に見られる曲線形状は, 

新たな破壊の進行というよりは, それまでに破壊域に形

成された既存ひび割れの開閉に起因した現象であると考

えられる. 本論文では, 包絡線を表示する式(2a)の形式

を参考に, 破壊域再載荷係数nfbを 用いて, 再載荷初期

段階に見られる曲線形状を表現した. 

 再載荷曲線は直前の包絡線上の除荷開始点には戻らず, 

ひずみが増加し, さらに包絡線よりやや応力が低下した

点で, 応力の最大値に達することが確認された(図一

3(c)). この応力低下は, 特にコンクリートの損傷が激し

い高ひずみ域で見られる. これは再載荷 ・除荷に伴うひ

び割れ開閉の際の, 摩擦による内部欠損によるためでは

ないかと推測される. 実験値を参考に, 再載荷履歴の最

大応力点(αqin, efm)を包絡線上に無い点として定義した. 

ここでαは, ひずみがefmである包絡線上の点の応力qm

と比較した低下率である(図一4(a)). このαを算出する

ために, 高い供試体強度(qinあるいは再載荷開始時の塑

性ひずみの増加に伴い, 増加する関数(式(5d))を設定した. 

 以上をまとめると, 再載荷履歴は式(5a)を用いて表示

できる. 

(Sa)

ただし, 

(Sb)

(5c)

(ξfp≦fF≦EFm) (5d)

ξEm: 最大応力点ひずみ(式(6a))

 QFm: ひずみが嚇 を示す包絡線上の応力(MPa)

(5)塑性ひずみと最大応力点ひずみ

 qmax=22. 0, 27. 7, 39. 3MPaである供試体の破壊域より

得られた, 塑性ひずみ%と 最大応力点ひずみ妬 の関係

を図一11に示す. (転 が高い供試体では, 初期段階にお

いて塑性ひずみ毎 の増加に対し, 再載荷終了点ひずみ

妬 の増加が小さい. これは, (qinが高い供試体の包絡線

が, ポストピーク域において脆性的になることに起因す

る. 

 この(転 に依存した特性を無視した近似では∫直前の

除荷履歴とのコモンポイントの位置が適切に評価できな

い. したがって, この両者の関係を表示する関数として, 

2つ の指数関数を組合せた式(6a)を定式化した. 

(6a)

た だ し, 

 a: 実験 定 =6. 7×10-30, max+9. 7×10'1 (6b)

 b: 実 験: 定 数: =一2. Ox102q+3. 2 (6c)

 c: 実 験 定 数=一4. 0×106q+1. 2 (6d)

(6)包絡線に至るまでの漸近区間

 再載荷履歴は 応力の最大値(α(Tmmefm)に達した以降
包絡線に徐々に漸近し包絡線に達する. したがって, 漸

近区間(EFm≦EFS(1+refm)を設定し, 応力低下率βが図一12

に示すように, 徐々に1に近づくことで再載荷曲線が包

絡線に漸近していく挙動を再現した. 

図一11塑 性ひずみと最大応力点ひずみの関係 図一12再 載荷履歴の応力低下率(a, β)
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(7a)

ただし, 

(εfieπ≦EF: ≦(1十25ξfm) (7b)

=1 ((1+y)EFm≦EF) (7c)

(7d)

 εfm: 最大応力点ひずみ(式(6a))

 qE: ひずみが妬 を示す包絡線上の応力(MPa)

(7)実験結果との比較

 以上, 本論文に示した破壊域履歴モデル(式(2a)～(7a))
にそれぞれの供試体強度%を 代入して得られた算出値

と, 実験値を図一13に示す. その結果, 本論文で構築し

た除荷 ・再載荷履歴モデルは, 供試体A20-0. 5-4の包絡

線の軟化挙動に関して, 実験値とやや差異が見られるも

のの, (轍 および繰返し載荷回数に依存して異なる形状

を示す実験値を, 精度良く再現できていることが確認さ

れる. 

5. 遷移域履歴モデル

 3. (3)でも述べたように, 遷移域における履歴曲線は, 

変曲点(QT1εet)以降形状が大きく変化するため, 遷移域

履歴モデルは一. 的な関数では表現できない. 定式化を

行うにあたり, 変曲点の前後で異なるコンクリートの破

壊進展挙動を捉えつつ, それぞれ異なる関数を設定する

必要がある. 

(1)包絡線

 既往の論文において, 遷移域における履歴モデルの包

絡線表示式を提案し, 実験値を精度良く表示可能である

ことを示した14). しかし, プレピーク域 を対象として設

定された既往の式では, 応力を与えてひずみを得るとい

うような式の利用上の簡便性を考慮すると理想的ではな

かった. そこで, 本論文では新たに式(8a)を提案する. 

これは, 5. (4)b)に示す再載荷履歴と同一関数であるが, 

既往の論文の提案式を用いた算出値とほぼ変わらない値

を再現できるものである(図一14). 一方, ポストピーク

域では 変曲点(0tletl)までを直線近似(式(8b))とし, 

変曲点以降に対しては, 下に凸なべき乗関数(式(8c))を

採用した. 

(a)プレピーク域(0≦σ≦(qmx0≦ετ≦εm)

(8a)

(b)ポ ス トピー ク域(変 曲 点 前: qtl<σ ≦(qmxetoε7≦ETI)

(8b)

(c)ポ ス トピー ク域(変 曲点 以 降: 0. 1qmxσ<(j17, ETI〈εT)

(8c)

図一13測 定された破壊域履歴曲線と算出した履歴モデルの比較

(a)供 試 体A20-05-4(qmax=34. 9 MPa) (b)供 試 体A13-0. 6-4(qmax=27. 7MPa) (c)供 試 体A13-0. 7-4(qmax=22. O MPa)

実験値

算出値(式(2a)～(7a)
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た だ し, 

 ε: τo=(2. 4×101(max+5. 77×102)×10-6 (8d)

σT1: 変 曲 点 応 カ ーAmax(32σamx7+o)(NiPa) (8e)

ETI: 変 曲 点 ひ ず み 一PTO (80

(89)

b=1, a (8h)

(8i)

(2)除荷履歴

 図一15に, 供試体A13-0. 5-4の遷移域において測定さ

れた, 各載荷サイクルごとの再載荷 ・除荷履歴を示す. 

ただし, 図中で用いた応力およびひずみは, 履歴最小応

力～最大応力間(再載荷履歴: 再載荷開始点(0, εtp)～最

大応力点(arrmε), 除荷履歴: 除荷開始点ETc)～ 除

荷終了点(0・8ゆ))で正規化した. その結果, 除荷履歴は

直線的でなくやや曲線形状を示すことが確認できる. し

たがって, 式(3b)と同様のべき乗関数が適当であると考

える(式(9a)). この時の定数uTを, 曲線が下に湾曲する

程度を示す遷移域除荷定数とした. 

 包絡線が変曲点に達する前に除荷開始した時の除荷履

歴は, 全ての供試体において, 雌10/13と 一定とするこ

とで実験値が表示可能であった(式(9c)). 

方, 変曲点に達した以降に除荷開始した除荷履歴で

は, uTを変曲点応力61'1に対する除荷開始応力の応力比

qノ砺 を用いて式(9d)のように表示する. この(ソ(功の利

用は, 変曲点以降の遷移域コンクリートの損傷度を意味

すると考えたことによるものである. 

 図一15に, 式(9a)(9c)あるいは式(9a)(9d)を用いた算出

値を実線で示す. 実験値である遷移域除荷履歴を, 算出

値が精度良く再現していることが確認できる. 

(9a)

ただし, 

(9b)

ET: 除荷開始ひずみ(遷移域)

図一14遷 移域履歴モデルの包絡線(式(8a))

式(8a)

既往 の式

実験 値(A13-0. 6-4

図一15各 載荷サイクルにおける遷移域再載荷・除荷履歴(A13-0. 5-4)

 (ただし, 再載荷開始点～最大応力点および除荷開始点～除荷終了点問の応力・ひずみ

 で正規化した. )

(a)変 曲点前 (b)変 曲点前 (c)変 曲点後 (d)変 曲点後 (e)変 曲点後

(887to=0. 09, qcqmxcnaY=0. 87) (ETp/εto=0. 12, (r/(qmx=057) (εtpeε7=0. 55, (toTmax=0. 22) (εtpε2to=1. 04, (7/(qmx=0. 13) (ETp/Enj=1. 30, (T/(qmx=0. 08) 

εtpeto: 再載荷 開始点塑性 ひず み比, (qi/(Tinaz: 除荷 開始点応 力比
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εzρ: 塑性ひずみ(遷移域)

uT: 遷移域除荷係数

(変 曲点 前: q(qmai) (9c)

(変 曲 点 以 降: 6T1>qc≧0. 1qmc) (9d)

(3)除荷開始点のひずみと塑性ひずみの関係

 図一16に, 遷移域履歴曲線より抽出された除荷開始点

の応力ψと塑性ひずみetpの関係を示す. その結果 塑性

ひずみ%は, 除荷開始点の応力qcの減少に従い徐々に増

加する. 特に, qN(転 が0. 4～0. 1の範囲では, 除荷開始

応力の減少程度と比較して, 塑性ひずみが卓越して増加

する点に特徴がある. これは, 包絡線が変曲点に達した

以降, 応力の減少に伴い, 急速に遷移域の損傷が進行す

ることに由来する. この変曲点位置は供試体強度に依存

して変化するという知見14)(式(8e), (80)を考慮に入れる

と, 図一16の関係には, 供試体強度の影響も反映されて

いることが推測できる. 

 以上の特徴を踏まえ, '(転 および除荷開始時の応力比

ψ/q惚を考慮して, 式(10a)を定式化する. 

(10a)

た だ し, 

 %: 塑 性 ひず み(遷 移 域)

 a: 実 験 定 数=1. 5×1r2qmax一1. 25 (10b)

 b: 実 験 定数: =3. 0×10-3mac4. 0×10-2 (10c)

(4)再載荷履歴

 遷移域再載荷モデルの最大応力点(Q'Um, ETm)は, 包絡

線上に存在するとした(図一4(c)). したがって, 最大応

力点のひずみεtmは, 包絡線を示す式(式(8b)あるいは

(8c))にGrUmを代入することで算出可能である. aamは 同

時に算出される破壊域再載荷履歴モデル(式(5a))より決

定される. ここでは, 最大応力点位置が, (a)変曲点前の

包絡線直線上, および(b)変曲点以降の包絡線曲線上, の

それぞれのケースにおいて異なった再載荷履歴を設定し

た. その際, 最大応力点の応力aomと変曲点応力砺 を考

慮することで, 変曲点前後を判断した. 

a)変 曲点前: qmaxα%≧(TT7

 遷移域のコンクリートの損傷進行は小さいため, 再載

荷履歴は, 直線近似とする(図一15(a)(b)). 

(11)

 ただ し, 

 q: 再載荷時の最大応力(MPa) 

εTm: 最大応力点のひずみ(遷移域, 式(8b); σ=-XUm)

 %: 再載荷開始時ひずみ

b)変 曲点以降: qtl>aUm≧0. 1qmax

 再載荷曲線は, 再載荷開始点ひずみの増加に伴い, 再

載荷初期段階では下に凸であるが, 最大応力点付近では

上に凸な曲線を示す傾向にある(図 一15(c)～(e)). そ こ

で式(12a)を提案する. すなわち, コンクリー ト損傷度に

関連がある非線形挙動を, 係数aを 用いて表現した. こ

こで, 変曲点以降のコンクリー ト損傷度は, 再載荷開始

時の塑性ひずみ%の, ETIp(変曲点(QT1, ET1)より除荷した

時の塑性ひずみ, 図 一4(c))に 対する比8ガεπpで表示した. 

(12a)

ただし, 

(12b)

b=-0. 15a+0. 8 (12c)

εtm: 最大応力点のひずみ(式(8c); O=CXUm)

ETIp: 変曲点か ら除荷した時の塑性ひずみ(式(8e), (10a))

図一16除 荷開始応力と塑性ひずみの関係(遷移域)

●: A13-0. 5-4, △: A13-0. 6-4, □: A13-0. 7-4
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(6)実験結果との比較

 図一17に, 実験より得られた遷移域履歴曲線および式

(8a)～(12a)を用いた算出値を比較する. 供試体A200. 7-4

の, 変曲点以降の再載荷履歴の傾きがやや一致していな

いものの, 遷移域履歴モデルを良く表現できていること

が認められる. 

6. 除荷域履歴モデル

 除荷域履歴モデルは, 初期剛性が遷移域履歴モデルの

初期剛性と等しい直線で表示できるとする(図一4(b))14). 

また, コンクリートには終始損傷が生じないと仮定した

ため, ポストピーク域では同一の経路で除荷 ・再載荷さ

れると考えて良い. その結果, 除荷域履歴モデルは式

(13a)のとおり表される. 

(13a)

 ただ し, 

 fU除 荷域ひずみ

 εθo: 除荷 域におけるピーク時のひずみ

 =(2. 14×1010+5. 15x102)×10-6 (13b)

7. 供 試 体全長を対象 とした応カーひずみ履歴モデ

 ル

 図 一18に φ=100mm, W/C=0. 4, 0. 6でH/1)が 異 なる円

柱供試体を用 いて測定された局所部履歴曲線の平均値

(応カーひずみ履歴曲線)と, 図一5に 示す計算過程に従

い算出した履歴モデルσ一痂(式(1))を合わせて示す た

だし, 比較しやすくするために, 実験値と比較して算出

した除荷 ・再載荷履歴数を少なくし, さらに供試体ごと

にグラフの縮尺を随時変化させている. 

 その結果, 本論文に示した履歴モデルは, H/Dに 依存

した応カーひずみ履歴曲線の形状変化を+分表現可能で

あると認められる. また, 繰返し載荷回数, (転 および

ポストピーク域に見られる除荷 ・再載荷履歴の剛性の変

化も忠実に再現できている. ところで, 既往の見解にお

けるコンクリートの再載荷履歴には, 直線近似2), 4)ある

いは再載荷終了時付近に見られる曲線形状のみが考慮さ

れた2次 曲線近似3)が利用されていた. これに対して, 

本論文の履歴モデルを利用することで, 既往のモデルで

はあまり表現できていなかった, 再載荷履歴のOMPa付

近および最大応力点付近に見られる非線形挙動を精度良

く再現できるようになった. 

 さらに, 断面形状が異なる供試体(0=100, 200mm)よ

り得られたσ一eorv履歴曲線に対し, 本論文の履歴モデル

を適用した. これらの供試体は, H/Dが2ま たは4で あ

るため, 破壊域および遷移域のみで構成される. 破壊域

長さLpはアクリルバーを用いたエネルギー規準瑚に基づ

き決定した. 比較した結果, 供試体PS20-80の 履歴曲線

に関して, 実験値と算出値に若干の差異が見られた(図一

19). これは, 供試体寸法の増加に伴う吸収エネルギー量

の増加のため, 載荷試験が困難であり, 正確な実験値が

得られなかったことにも関係している. しかし, その他

の供試体における実験値と算出値を比較した結果, 包絡

線あるいは除荷 ・再載荷履歴が示す非線形挙動は, 忠実

 に再現できている. 以上のように, 本論文で定式化し

た履歴モデルは, 供試体断面形状の異なるコンクリート

供試体に対しても, 十分に適用可能である. 

図一17測 定された遷移域履歴曲線と算出した履歴モデルの比較

(a)A20-OS-4max=34. 9MPa) (b)A2α0. 64qmx=30. 7～IPa) (c)A2α0. 74qmx=22SMPa)

実験 値

算 出値(式(8a)～(12a))
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図一18研Dが 異なる供試体の応カーひずみ履歴曲線と履歴モデル(7C06. 0. 4)

(a) HID =2 (b) HID--3

(c) HID --4

(d) H/D=6 (e) H/D=8

図一19断 面形状が異なる供試体応カーひずみ履歴曲線と履歴モデル(研0=2, 4)

(a)円 柱(←200mm) Φ)角 柱 ωC・200×200mm)

(c)角 柱 個, ・100x100mm) (d)角 柱 ω, ・200x100mm)
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8. まとめ

 本論文では, コンクリー ト供試体の漸増変位繰返し圧

縮載荷試験結果に基づき, 圧縮ひずみの局所化現象を組

み込んだコンクリートの履歴モデルを構築した. エネル

ギー規準に基づき定量的に区別された, コンクリート供

試体の破壊域, 遷移域および除荷域の3つ の領域ごとに, 

異なる履歴モデルを定式化した. さらに, 破壊域, 遷移

域および除荷域が直列に構成されているとした著者らの

概念に則り, それぞれの領域の寸法比を考慮してひずみ

を平均化した. そして, 実験より得られた供試体全長を

対象とした応カー平均ひずみ履歴曲線と比較することで, 

その精度を確認した. 

 以下に, 本論文の結論をまとめる. 

(1)破 壊域履歴モデルを定式化した. この際, 履歴曲線

 が示す非線形挙動は 供試体強度(稔 およびコンク

 リートの損傷度に強く依存して異なることが確認

 されたため, この特性を組み込んだ. さらに, 最大

 応力点以降, 再載荷履歴が徐々に包絡線に漸近する

 現象を忠実に捉えた. 

(2)破 壊域除荷履歴の除荷開始ひずみFFcと塑性ひずみ

 怖 の間には, 従来の指数関数モデルが適用可能であ

 った. また, 再載荷開始点の塑性ひずみEFpと最大応

 力点に達したときのひずみetmには, 指数関数を組合

 せた近似が可能であった. 

(3)遷 移域除荷 ・再載荷履歴に関し, ポストピーク域に

 おいて変曲点以降力学特性が大きく異なる現象に

 着目して定式化した. 

(4)遷 移域における除荷開始応力ψ と塑1生ひずみETpの

 関係に関して, 精度の高いモデルを構築した. 

(5)本 論文の履歴モデルは, 供試体強度(転 のみを代入

 することで, H/Dの 異なる供試体の応カーひずみ履

 歴曲線の実験値を精度良く再現できた. このモデル

 では, 既往のモデルと比較して, 特に再載荷履歴が

 示す, 低応力レベルおよび包絡線に接する付近の非

 線形挙動が厳密に再現されている. さらに, 断面形

 状が異なる供試体(0=100～200mm, H/1)=2, 4)に対

 しても, 本論文で定式化したモデルが, 十分に適用

 可能であることを確認した. 

謝辞: 本研究を遂行するにあたり, 太平洋セメント株式

会社中央研究所の皆様に載荷実験のご助力を頂きました. 

また, 株式会社クラレにはアクリルバーを提供して頂き

ました. ここに記して, 謝意を表します. 

付録 使用記号一覧

Q, b, c実 験定数

4 供試体初期断面積(mm2)
D 供試体最大幅(mm)

jc 圧縮強度(MPa)
σmax 粗骨材最大寸法(mm)

H 供試体高さ(mm)

H/D 寸法比

Lp 破壊域長さ(mm)

 (破壊域)再載荷履歴: 再載荷開始点～最大応
a

 力点までの応力低下率

φ 直径(mm)

ε 局所部ひずみ

εave 供試体全長の平均ひずみ

EF (破壊域)ひずみ

EFp (破壊域) i生ひずみ
一 (破壊域)除荷開始点～除荷終了点の間で正
εfu 規化したひずみ

ET (遷移域)ひずみ

ε0 (遷移域)ピーク時のひずみ

επ (遷移域)変曲点のひずみ

εtko (遷移域)変曲点から除荷した時のひずみ

επ (遷移域)除荷開始点ひずみ

εtm (遷移域)最大応力点ひずみ

LT 遷移域長さ(mm)

Lσ 除荷域長さ(mm)

nF (破壊域)包絡線係数

ηfb (破壊域)再載荷係数

P 荷重(kN)

uF (破壊域)除荷係数

uT (遷移域)除荷係数

W/C 水セメント比

 (破壊域)漸 近区間における再載荷履歴β

 の応力低下率

 (破壊域)再載荷履歴: 最大応力点から包
Y 絡線に達するまでの漸近区間を示す係数

EF0 (破壊域)ピーク時のひずみ

εEc (破壊域)除荷開始点ひずみ

ξfm (破壊域)最大応力点ひずみ
一 (破壊域)再載荷開始点～最大応力点の問
εfr で正規化したひずみ

ETp (遷移域)塑性ひずみ
一 (遷移域)再載荷開始点～最大応力点の問
εtr で正規化したひずみ

一 (遷移域)除荷開始点～除荷終了点の間で
ETu 正規化したひずみ

εσ (除荷域)ひずみ

EUO (除荷域)ピーク時のひずみ
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σ 平均応力(MPa)

の 除荷開始応力(MPa)

-XQm 再載荷履歴最大応力(MPa)

σm 供試体強度(MPa)

 (遷移 域)ピ ー ク以降 の変 曲点 の応力D
TI (MPa)
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(2003. 9. 12受付)

FORMULATION OF HYSTERESIS LOOP FOR CONCRETE SUBJECTED TO 

 COMPRESSIVE CYCLIC LOADING

Ken WATANABE, Junichiro NIWA, Hiroshi YOKOTA and Mitsuyasu IWANAMI

 Failure of concrete subjected to uniaxial compression is localized, which governs structural behavior of concrete, 

especially in the post-peak region. In this study, compressive cyclic loading tests were conducted to formulate the 

hysteresis loop of concrete in compression taken into account the localized failure. As a result, the proposed formulas in 

this paper can represent the experimental stress-strain curve with good accuracy, which have been obtained from 

specimens with various height to depth ratio HID and cross-sections. 
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